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白動車保険における故意免責
「未必の故意」免責をめぐる判例を中心として一
鈴　木　辰　紀
I　はしがき
　自動車保険に限らず，保険契約にはほとんど例外なく一定数の「免責事由」
が存在する。免責事由の中には，①国の公序政策の必要性から保険で担保する
ことが許されないためのものもあれば（例：保険契約者または被保険者による
故意の事故招致危険の免責），②保険経営の必要性に基づくもの（例：保険の
目的物自体に内在する危険＝性質的危険昌の免責），さらには③保険料の低廉
化に資するためのもの（例：小損害免責や一定隼齢未満の者の運転危険の免
責）など種々のものが存在する竈
　今回本稿で取り上げたのは，自動車保険における「未必の故意」免責の問題
である。この「未必の故意」免責に関しては，強制保険である自賠責保険（正
式名称：自動車損害賠償責任保険）では，自動車事故被害者をできるだけ広範
囲に救済するとの立場から，判例・学説とも，未必の故意は本来の「故意」の
概念中には含まれないとの解釈を採っているのに対し，その上積みの任意の対
人賠償保険にあっては反対に，未必の故意も当然に「故意」の概念中に含まれ
るとの立場が採られてきた。
　本稿は，この未必の故意免責をめぐって近年最高裁まで争われた，自動車の
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対人賠償1責任保険（任意）の「故意免責」に関する判例を中心に，この点の正
しい解釈の在り方を探ろうとするものである。
1　事件の概要
　Bが運転してきて停車させていた乗用車のドアのノブを掴んで発進を阻止し
ようとしていたAは，Bが車を急発進させたために転倒し，頭蓋骨骨折・急性
頭蓋内血腫の傷害を受け，3日後に死亡した。
　この事故につき被害者Aの妻と子2名は加害者を相手に訴えを提起し，総額
817万円余の損害を認定する確定判決を受けたので，同額をBが加入していた
保険会社に支払うよう請求したが，同社は「未必の故意」による損害ゆえ免責
であるとして支払いを拒否した。そこで被書者Aの妻子（計3名）は保険会社
に対し同額の支払いを求めて訴えを提起した。　保険会社が免責を主張したの
は，自家用自動車保険普通保険約款第1章賠償責任条項第7条に「故意」によ
る損害についての免責条項があり，本件事故は未必の故意による事故であるか
ら同条の免責に該当し，保険金を支払う責任はないとしたのである。
　これに対し1審の東呆地裁は，自動車保険が被保険者（加害者）の財産上の
損害を填補する本来の目的のほかに，被害者救済を図る社会的機能を有してい
ること，この社会的機能を果たすため昭和22（1947）隼の統一約款以降免責の
縮少など改訂を重ねてきていること，したがって，免責事由はこれを限定的に
解釈し，被害者救済に有利に解釈すべきことなどを説示した上，「他人の生命
又は身体を害することがあってもやむをえないことを認識しながら右自動車を
使用した結果他人を死傷させるに至った場合（講学上のいわゆる「未必の故
意」による場合）に生じた損害は，原則として，右条項にいう故意によって生
じた損害には該当しないものというべきである」と判断するとともに，加害者
は被害者を「傷害することを確定的に認識予見しながら加害車を急加遠・走行
させたものではないというべきであるから，本件事故による損害は，前記説示
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に照らし，本件免責条項にいう故意によって生じた損害に該当しない………」
と認定し，原告勝訴の判決を下した。
皿　第1審判決について
　1審判決の内容を以下に詳しく紹介する。
　1．請求原因
　（1〕事故の発生
　亡Aは，昭和54年10月10日午前ユ時頃，甲府市下飯田ユ丁目13番9号先道路
上において，Bが運転してきて停車させていた同人所有の普通乗用自動章のド
ァのノブを掴んで同車の発進を阻止しようとしていたところ，Bカ伽害車両を
急に発進させたため，同車に引きずられて路上に転倒するという事故が発生し，
亡Aは頭蓋骨骨折・急性頭蓋内血腫の傷害を受け，同月13日に死亡したこと。
　（2）確定判決の存在
　そこで亡Aの妻子である原告らは，Bを被告として，本件交通事故による損
害賠償の訴えを提起し追行した結果，東呆高裁は昭和57年10月27日に，Bに対
し自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」という）3条の責任を認め，以下の
損害2〕を認定したうえ，原告らそれぞれにつき各272万4，613円及びこれらに対
する昭和55年5月15日から支払いずみまで年5分の割合による金員の支払いを
命ずる判決を言い渡し，右判決は，同年11月中旬頃確定した。
　（3）保険契約
①　Bは，昭和54年2月ユ5日に，被告（保険会社）との聞で加害車両につき，
　記名被保険者を同人，対人賠償事故の場合の保険金限度額を7，000万円，保
　険期間を昭和54隼2月15日から昭和55年2月15日までとする等の内容の自家
　用自動車保険契約を締結した。
②本件保険契約に適用される自家用自動車保険普通保険約款第1章第6条に
　は，被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の
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　額について，被保険者と損書賠償請求権者との間で判決が確定したときは，
　損害賠償請求権者は被告（保険会社）が被保険者に対して填補責任を負う限
　度において，直接被告（保険会社）に対して損害賠償額の支払いを講求でき
　る旨の条項がある。
　（4）結論
　よって，原告らは，それぞれ被告に対し，保険契約の約款に基づき前記判決
によって確定された損害賠償額と同額の各272万4，6ユ3円及びこれらに対する昭
和55年5月15日から支払いずみまで年5分の割合による遅延損害金の支払いを
求める竈
　2．被告の抗弁
　以上の原告側主張に対して，被告（保険会杜）は以下の抗弁を提出した。
　（1）本件の約款第1章賠償責任条項第7条には，保険会杜は，保険契約者，
記名被保険者の故意によって生じた損害を填補しない旨の条項がある。
　（2〕本件の交通事故は，次のとおりBの故意により発生したものである。
　Bは，同人と親密な関係にあるCを加害車両の助手席に同乗させていたとこ
ろ，同女の内縁の夫である亡Aがこれに気付き，停車中の同車の右フェンダー
ミラーを両手でつかんで強くゆすり，さらに運転席側のロックされたドアのノ
ブを持って開けようとしたり，窓ガラスを手でたたいたり，足でドアを蹴るな
どしながら，「開けろ，出てこい」などと言いつつ発進を阻止しようとしたた
め，同人から逃れようとして，同車を徐々に発進させて10数メートル移動した
が，同人がなおもノブをつかみ，窓ガラスをたたいて「降りてこい」などと
言って横歩きで並進してついてくるので，同人を振り切って逃げるため，同車
をさらに加速しようと考え，本件事故現場が道幅も狭くブロック塀が近接して
いるので，加速すれば同車右側に接している同人を転倒させることがあるかも
知れないことを認識しながら，同人を振り切って逃走するにはそれもやむを得
ないと決意し，あえて同車を時速15キロメートルあるいは20キロメートルくら
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いに急加速して進行させた結果，同人を同所付近のアスファルト舗装道路上に
転倒させて，「請求原因」に記載の傷害を負わせ，それによって同人を死亡さ
せた。
　右のとおり，Bは，亡Aに対する傷害の故意を有していたのであるから，本
件の免責条項が適用され，被告（保険会社）には責任はなく，原告らの講求に
は理由がない。
　3．被告側抗弁に対する原告側の主張
　（1）仮に，Bに加害車両を急発進させる際，亡Aに対する暴行あるいは傷害
の故意があったとしても，加害軍両を急発進させる行為は，亡Aに傷害を負わ
せるという目的から出たものではなく，専らその場から難を逃れようとする気
持ちから出た行為にすぎず，Bには，その場を逃れるための付随的事情から亡
Aに対し多少の傷害を負わせることがあっても，それはやむを得ないという認
識があったにすぎないのであるから，このような場合，Bに本件免責条項にい
う故意があったとしても，被告（保険会杜）の免責を認めることには，合理的
理由はない。その理由は，以下のとおりである。
①Bは，傷害致死罪の刑事処分を受けているが，それはドアを蹴飛ばしたり
　叩いたりする亡Aの危険から逃れるためやむをえず加害車両を発進させたこ
　とにより生じたものであるから，本件のように第三者に対する対人賠償責任
　についての任意保険の扱いにおいては，右傷害致死行為が公序良俗に反する
　として保険金の支払いを拒絶することは，被害者保護の制度趣旨に照らして
も妥当なものとはいえず，かえって，保険金を支払うことのほうが，被害者
保護の観点からみて社会酌妥当性を有するものである。
　また，約款の解釈上保険金が支払われるべきか否かの問題は，行為者の反
社会性と保険の効用・機能との比較考量によって決すべき事柄というべきと
ころ，Bは，前述のような難を逃れるため，加害軍両を発進させたのであり，
それが結果的に反社会的行為に至ったにすぎないから，右比較考量の点から
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　みても保険金が支払われるべきである。しかも，本件確定判決は，損害額の
　うち50バーセント相当分を過失相殺しており，この意味においても被告（保
　険会社）は，不利益を一方的に強いられるものではない。（a．傷害致死と
　いう反社会的行為についての刑事処分の在り方と任意保険の対応の仕方では，
　違いがあって当然。b、行為者の反社会性と保険の被害者保護機能との比較
　考量の必要性の強調など。　　下線とカッコ内は筆者の加筆。以下同じ）
②Bは，亡Aに対し暴行ないし傷害の未必の故意しか有していなかったので
　あるところ，刑事責任の面では，未必の故意についてはその発生を容認した
　という点に重きをおき，道義的責任の観点から，その結果発生を否定した認
　識ある過失と峻別し，その責任において異なる取扱いがなされているが，任
　意保1険は，基本的には加害者のための制度であるとはいえ，加害者が無資力
　である場合の被害者に対する救済制度としての機能を有していることは否定
　しえないところであるから，未必の故意と認識ある過失を峻別し，一方を故
意ありとして免責とし，他方を過失であるとして有貢とするがごとき解釈は，
加害者の偶然的意思により，第三者たる被害者に対する任意保険の支払いが
なされるか否かということを左右することになりかねず，被害者保護の制度
にもとることになる。（刑事責任の問題と任意保険者の有貢・無責の問題と
は次元が異なる問題ゆえ，刑事の場合のように認識ある過失と未必の故意と
を峻別して両者の扱いをまったく異なるものとすることは，被害者救済機能
を有する保険の場合には相応しくない）
　また，本件約款においては，重大な過失があっても有責とされているとこ
ろ，重大な過失とはほとんど故意に近似する注意欠如の状態をいうものであ
るが，未必の故意とは，結果発生について確定的な認識をしていない点にお
いては程度の差はあれ，同様に評価してしかるべきであるから，両者を区釦
して取り扱わなければならない合理的理由はない。（未必の故意と，重大な
過失との近似性を理由とする，保険契約上の差別的取扱いへの批判）
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　保険上故意を免責とする理由は，当該保険契約者が自ら保険金を取得する
目的で行われる場合を考えてのことであって，このような自招行為について
までも有責とするならば，それは，信義則及び公序良俗に反するものという
べきであるが，本件においては，Bは，亡Aからの難を避けるために急発進
したにすぎないのであり，その際，同人が保険金を取得しようとする意図な
　どまったく有していなかったのであるから，被告（保険会社）を有責とする
　解釈をとったとしても，公序良俗に反するということにはならない。（本件
　の場合には，加害時の加害者（被保険者）自身に保険金取得の意図は皆無で
　あったのだから，たとい保険者が保険金支払に応じても，公序良俗・信義則
　違反には当たらない）
③保険約款の制定当初は，商法641条後段と同趣旨の規定を設け，故意また
　は重大な過失があった場合は免責とする旨規定していたが，重大な過失につ
　いてまで免責とすることは，保険契約者及び第三者である被害者の保護に欠
　けることになり，保険制度の意味をなさないことにもなるというところから，
　昭和40隼の保険約款の改訂において，重大な過失は有責とされ，また，保険
　の團的たる自動箪が法令または取締規則に違反して使用または運転されたと
　きは免責されるという不条理な条項も，免責の範囲を広げすぎ妥当性を欠い
　ているとして同様に有責とされた。（約款改訂ごとの免責範囲縮少の事実）
　　更に昭和47隼の約款改定においても，対人・対物賠償の任意保険において
　は，被害者救済の重視という特別な配慮から，被保険者の無免許運転，酒酔
　い運転中の事故にあっては，たとえ故意によるものであっても（いわゆる原
　因において自由な行為の場合）有責とされるに至ったのである。（有責範囲
　の拡大）
　　以上の保険約款の改訂の経緯をみても明らかなとおり，保険約款の改訂の
　都度免責の範囲はできうる限り制限され，加害者及び被害者の保護をはかる
　ようにされてきているが、右のような保険約款の免責の範囲の改訂は、任意
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　保険の制度趣旨に合致するものであることはいうまでもない。
④自賠法14条は，自賠責保険契約を締結した保険会社に対し，いわゆる加害
　者講求をする場合には，悪意の場合のみ免責とする旨規定しているが，ここ
　にいう悪意とは，わざとしたという意味であって，未必的故意と対比した意
　味での確定的故意を意味し，不確実な要素を持つ未必の故意は含まれないと
　されている。
　　このことは，未必の故意や重過失のような不確実であいまいな概念まで含
　め，広く免責とすることは，自賠責保険の制度目的である被害者保護の制度
　趣旨にもとることになるということによるものであるが，任意保険において
　も，できる限り免貢の範囲を縮少するよう解釈し運用することが被書者の救
　済のために必要である。（自賠責の免責事由である悪意には未必の故意は含
　まれないとされる。被害者救済の観点に立てば，任意保険でも自賠責保険と
　同様に，故意を確定的故意のみに絞るべきである）
　　自賠法16条に基づく保険会社に対する被害者請求においては，加害者請求
　の場合よりも，更に被書者保護を重視し，加書者に悪意があった場合でも被
　害者からの請求については自賠責保険金が支払われることになっているが，
　任意保険においても，自賠責保険の運用とできるだけ一致させ，運用の面に
　おいて矛盾が生じないように一元化をはかるべきである。
　　自賠責保険上は，被害者に対して支払いができるが，任意保険上は支払い
　ができないというような運用は，同じ保険として妥当でないからできるだけ
　任意保険においても自賠責保険に近づけるべきであり，免責の範囲もできる
　限り制限するような解釈がなされるべきである。
　　したがって，自賠法16条の解釈と同様に，被害者保護の見地から，任意保
　険においても，保険会社に対する直接請求をした場合には，加害者が故意の
　場合も有責とすべきであるが，特に，本件のように加害者が未必の故意の場
　合には，できるだけ有責とするような解釈をとることが両制度の一本化の趣
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　旨に合致し，保険の目的に適うものというべきである。（自賠責保険と任意
　保険との給付内容についての整合性の必要）
⑤以上のとおりであるから，本件についての被告（保険会社）の免責主張は
　理由がない。
　4．原告らの主張に対する被告の反論（省略）
　5．判決理由
　（1）自動車対人賠償の任意保険制度は，今日においては，いわゆる自賠責保
険と相侯って，単に自動車事故によって損害賠償責任を負担することになる被
保険者の財産上の損害を填補するという保険本来の目的を果すのみならず，被
保険者に代って保険契約における第三者である自動車事故の被害者の損害を填
補し，被害者を可及的迅遠，かつ確実に救済するという社会的機能をも果して
いるものというべきであるから，本件の免責条項のような免責約款の解釈にあ
たっては，右保険制度の果している社会的機能及び右約款の趣旨に徴し，その
文言をみだりに拡張して解釈すべきではな＜，むしろその文言にしたがい限定
して厳格に解釈するのが相当である（以下略）。
　（2）本件免責条項の趣旨が簸上のとおりであることに鑑みると，右条項にい
う故意によって生じた損害とは，被保険者等が被保険自動車を使用することに
よって他人の生命又は身体を害することを確定的に認識予見しながらあえてこ
れを使用して他人を死傷させたことにより生じた損害をいうものと限定的に解
するのが相当であって，他人の生命又は身体を害することを意図もしくは希望
しないが，身体を害することがあってもやむをえないこ圭を認識しながら右自
動車を使用した緒果他人を死傷させるに至った場合に生じた損害は，原則とし
て，右条項にいう故意によって生じた損害には該当しないものというべきであ
る。
（3）未必の故意を過失の一態様であるいわゆる認識ある過失と対比して考え
てみても，両者は行為者において認識した事情もその行為及び結果も同一で
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あって，ただ前者が行為者の内心において不確実な結果に向けられた不確実な
意思を有したのに対し，後者はこれを有しなかったという点に差異があるにす
ぎないものであるから，未必の故意の場合を確定的故意の場合と同一視して保
険者を免責とすることは，約款上認識ある過失の場合に免責されないとされて
いることとの均衡上からみて相当でないというべきであって，むしろ未必の故
意の場合は，保険の効用・社会的機能を高める見地から保険者の免責を認めな
いと解するのが相当であり，原則として，このように解したとしても，社会的
に非難すべき違法行為によって生じた損害を保険によって填補することにはな
らないといってよい。
　（4）自賠法14条では，保険会杜は，保険契約者又は被保険者の悪意によって
生じた損害についてのみ填補の責を免れる旨規定されているが，ここにいう悪
意とは，一般に確定的故意と同意義であって，いわゆる未必の故意は含まれな
いと解されているので，本件免責条項にいう故意によって生じた損害を上記の
ように解釈したとしても，任意保険と自賠責保険の免責条項の解釈・運用上，
その整合性を欠くことにはならないし，本件約款のように，契約当事者の知・
不知を間わず，約款によらない旨の特段の意思表示がない隈り当然に契約の内
容となづて当事者を拘束する普通保険約款にあっては，「疑わしきは，保険契
約者の利益に解すべし」とする約款解釈の原則にもとるものということもでき
ない。
　（5）（前略）本件免責条項にいう故意によって生じた損害を叙上のように解
釈することは，保険約款の免責事由を徐々に縮少し，でき得る限り被害者を救
済しようとしてきた保険約款改訂の趣旨にそうものというべく，窓意的な解釈
ということはできない。
　（6〕1前略）Bは亡Aを傷害することを確定的に認識予見しながら加害車を
急加速・走行させたものではないというべきであるから，本件事故による損害
は，本件免貢条項にいう故意によって生じた損害には該当しないものというベ
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く，本件事故によって生じた損害を保険によって填補させたとしても，公益上
不適当であると断定することも困難であるから，結局，本件免責条項は適用さ
れず，被告（保険会社）は，本件事故による損害につき填補する責に任じなけ
ればならないものといわなければならない｛…〕。
　（筆者のコメント）
　以上に見た通り，本件のユ審判決は，①任意保険の果している被害者救済機
能の重視，②故意の意味を確定的故意というように限定的に解すべきだとの立
場，③未必の故意に近似する認識ある過失が保険で担保されていることとの均
衡の確保，④自賠法が未必の故意を担保していることとの整合性の確保，⑤近
年の約款改訂に顕著に見られる被害者救済重視の立場からする免責範囲の縮
少・担保範囲の拡大傾向との調和などを理由に，故意の免貢範囲に未必の故意
は含まれないとして，原告勝訴の結論を下した。本判決の判決理由をみると，
原告側訴訟代理人の説得力ある主張の展開（訴訟技術）に判決の行方が大きく
左右されたとの印象を強く受けるが，同時に，原告が亡Aの妻子らであって，
直接の被害者である亡A自身ではなかったこと，妻子らには亡Aのように責め
られるべき点は皆無であったことなどが，裁判所をして約款にいう「故意」を
限定的に解釈してまで，原告側勝訴の判決を勝ち取らせた犬きな要因だったよ
うに思われる。逆にいえば，この場合にもしも原告Aが死亡せず，単なる重傷
にとどまって，自ら原告として保険会社に対し同旨の訴訟を提起したと仮定し
た場合にも，裁判所が同様な論理で原告勝訴の判決を下したかは，疑問の余地
なLとしない。
　1審裁判で敗訴した被告（保険会社）は，1審判決を不服として直ちに控訴
した。以下，ユ審判決が見事にくつがえる2審（控訴審）の判決について，章
を改めて紹介する。
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1V　2審判決（原告敗訴）について
　2審の裁判を担当した東只局裁は，未必の故意も故意に含まれるとして1審
判決を取り消し，保険会社の責任を全面的に否定した（東泉高裁第9民事部，
昭和63年2月24日判決。事件番号昭和60年（ネ）第3073号）。（なお，同控訴審
判決の詳細については「週刊・自動車保険ジャーナル」747号を参照のこと）
　1，2審での主な論点
　2審では，1審とは異なる点をめぐって控訴人・被控訴人間の攻防が行われ
た。争点のユつは，1審の場合と同様に，①未必の故意は約款第7条にいう
「故意」に含まれるか否かの饒釈間題であり，いま1つの争点は，②未必の故
意の存在は原因行為である傷害ないし暴行について存在すれば足りるのか，そ
れとも結果損害である死亡についても存在しなければならないのか，という点
であった。
　第1の点に関しては，被控訴人（1審原告）の代理人は「本件保険約款の免
貢条項は，確定的故意のみを想定して作られたもので，制定当時，未必の故意
が免責条項の「故意」に含まれるか否かについては，全く議論されていない。
被害者救済という任意保険制度の目的からすれば，未必の故意は保険者の有責
として取り扱われるべきものである」と述べ，これに対し控訴代理人は，「保
険約款において「故意」及び「重大な過失」のどの範囲を有責としあるいは免
責とするかは，保険制度の趣旨や公益に反しない限り，約款制定におけるいわ
ゆる政策上の問題であるところ，昭和40年10月ユ日の自動車保険の約款改正で
は，免責条項中の「悪意又は重大な過失」から「重大な過失」を削除し「悪
意」を「故意」に改めることにより，「認識ある過失」までは保険者の有責と
し，「未必の故意」は故意に含めて免責とした。そして，右約款の「故意」と
は，被保険者又は保険契約者が法律上の損害賠償責任を負担するような事故発
生を招来する危険な行為（原因）にっいての故意を意味し，それと相当因果関
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係の範囲内の損害につき保険者が免責されるのである。本件は，Bに暴行の確
定故意及び傷害についての未必的故意があるから，その相当因果関係の範囲内
における結果であるAの死亡につき控訴人は免責されるものである」と述べ，
被控訴人の前記主張を争うと陳述した。
　2．判決理由（同理由中，重要な点を判決文に沿って，以下に紹介する）。
　（1）（前略）控訴人（保険会社）が自ら陳述するように，Bは，Aの死亡の
結果についてまでは認容していなかったものであり（証拠上も，死の結果の認
識の点は，認められない），したがって，Bには，未必的にせよ殺意はなかっ
たというべきである。そうすると，Aの死については，Bは過失があったにす
ぎないではないかという疑間が出てくる。しかしながら，Aの死につきBが責
任を負うか否かは，その故意による傷害がAの死をもたしたものと評価できる
かどうか（右の事実関係の下では，これを肯定し得ることはいうまでもない）
によって決まるものであるから，Aの死という後続の重い結果につき改めてB
の過失を問題にすることは，それ自体誤っている。
　（2）（前略）わが国における損害保険会社の統一自動車保険普通保険約款は，
昭和22年に作成されたが，当時は商法641条と同じく悪意及び重大な過失を
免責事由とし，その悪意とは故意を意味し，未必の故意を含む，というのが損
害保険業界において確立された解釈であったこと。昭和40年10月の約款改正に
より，免責条項は車両条項と賠償条項とに分けて規定し，前者については「故
意又は重大な過失」を免責事由とし，後者につては「故意」のみを免責事由と
して「重大な過失」を削除したけれども，そg際，「故意」のうち「未必の故
意」を特に取り上げてこれは免責とする旨の提案がされたことはないこと，右
改正に当たっては，（中略）免責事由として残された「故意」は未必の故意を
も含むものであることが確認されていること。いま一つの問題，すなわち故意
は損害発生の認識まで必要とするかという点については，当時，業界一般にお
いて，右の故意とは事故発生の原因について存在すれば足り，損害発生につい
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ての認識までは要しないという解釈が確立されていたこと。
　以上のように故意とは未必の故意を含み，また事故原因に対するもので足り
るという解釈は，当然のことながら控訴会社もこれを引用し，本件保険契約に
おいてもかかる解釈に従っていたものであること，等の事実を認めることがで
きる。
　（3）（中略）以上の考え方に立って本件免責条項を検討するに，同条項の
「故意」は未必の故意を含むか・原因行為に対する故意で足りるかという問題
は，「故意によって生じた損害」という不法行為上の文言を法律的に解釈すれ
ば，控訴会杜の解釈と同じく，いずれも積極に解されるのであり，またそれが
用語の文理の上でも普通の解釈であって，そうでない解釈の方が異例に属する
ところである。（中略）
　（4）故意により事故を引き起こしながら，保険契約を援用して保険給付を受
けることを是認することは，行為の不法性にかんがみ社会通念上妥当ではなく，
その観点からすると，免責事由たる「故意」は原因行為につき存在すれば足り，
損害発生までの認識は必要でないという控訴会社の解釈も，極めてもっともと
いうべきである。（後略）
　この点については，更に，傷害致死の場合に致死という後続の重い結果につ
き加害者が責任を負うのは，その結果につき改めて過失が問われることによる
ものではなく，これをもたらした（と評価できる）当初の傷害行為について故
意があったことによるものであり，当初の原因行為の違法性を介して法的責任
に結び付くものであるから，後続の重い結果につき故意免責条項の適用を考え
るに際しても，同条項の「故意」とは後続の重い結果に関するものではなく，
当初の原因行為に関するものであると解釈すべきであ乱
（5）以上要するに，本件免責条項についての控訴会社の解釈は，業界に都合
のよい窓意的なものでもなく，同条項に対する顧客一般の合理的期待を裏切る
ものでもないとするに十分である。
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（6）自賠責保険において右のような（未必の故意は免責されないという）解
釈運用が可能とされるのは，自動車事故による被害者の保護という政策目的を
達成するために，その「手段」として強制加入の責任保険が用いられているこ
とに由来するものと解せられるところ，これとは本質を異にし，責任保険それ
自体を「目的」とする任意加入の自動車保険において，その免責条項の解釈を
自賠責保険における右の解釈に整合させなければならないとする理由はない。
（7）その上，未必の故意というのは，違法な結果が生じても構わないと認容
してあえて行動するのであるから，かかる行動が許されることは法律的にも社
会的にもおよそあり得ず，したがって，これによって人身事故をひき起こした
者（刑法上，殺人又は傷害の故意犯というを妨げない）が，事故の損害賠償責
任につき，自賠責保険の上積み分までも保険で賄ってもらえると期待するのは
虫がよすぎる話であり，これを受け入れるほどには，世聞の常識は甘くはない
のである。
　右のとおりであるから，未必の故意の場合も故意免責に含まれるとする控訴
会社の解釈が，自賠責保険における解釈運用に整合していないからといって，
顧客の合理的期待に反するものでもない。（中略）
　（8〕被害者保護という観点から任意保険も自賠責保険に近付いてきているこ
とを考慮に入れても，なお，本件免責条項の解釈としては，未必の故意も「故
意」に含まれるというのが，当事者聞に「成立」している合意内容である。こ
のことは，被害者がいわゆる直接請求をしている場合であるからといって，別
異の解釈ができるという筋合いのものではない。以上のとおりであるから，被
控訴人の主張は，採用することができない。
　19〕本件事故は保険契約者Bの未必の故意によって惹起されたものとして，
保険者たる控訴会杜は，本件事故につき保険金の支払いを免責され，被害者A
の相続人たる被控訴人らの保険金請求に対しても，これを支払うべきいわれの
ないものである㈹。
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　（2審判決についてのコメント）
　2審判決では，1審判決の結論が見事に覆り，控訴人たる保険会杜の主張ど
おり，保険金支払い義務の存在が否定された。その理由を要約すれば，以下の
通りである。①約款の免責条項にいう故意は未必の故意を含むというのが当事
者聞の合意内容であったこと，②未必の故意は原因行為である暴行ないし傷害
についてあれば足り，死亡という結果損害についてまでの認識は不要である，
③自賠責保険は，自動車事故による被害者の保護という政策目的を達成するた
め，その「手段」として強制加入の責任保険が用いられているのに対し，任意
加入の自動車保険はこれとは本質を異にし，責任保険それ自体を「目的」とす
るものゆえ，故意免貢条項の解釈運用も自賠責保険のそれに合せる必要は必ず
しもない，④未必の故意は，違法な結果が生じても構わないと認容してあえて
行動することゆえ，これによって人身損害を引き起こした者が，事故の損害賠
償責任について自賠責保険の上積み分までも保険で賄ってもらえると期待する
のは虫がよすぎる話で，それほど世間の常識は甘くない。
　以上の控訴審判決を不服として，今度は被控訴人（ユ審原告＝亡Aの遺族3
名）が上告する。この上告審では，原審（控訴審）判決が再びくつがえるので
あるが，この点の詳細は章を改めて紹介することにする。
V　最高裁判決（原告勝訴）について
　以下に，本件の最高裁判決（最高裁第3小法廷，平成5年3月30日判決，事
件番号＝昭和63隼（オ）第757号。詳細については，「自動車保険ジャーナル」
999号参照）の判決理由から，必要な箇所を抜粋して紹介する。
　11〕原審は，本件被害者請求条項に基づき，被上告人に対し，確定判決に
よって認容された損害賠償額と同額の金員の支払を求める上告人らの請求に関
し，①本件免責条項にいう「故意」にはいわゆる未必の故意も含まれ，かつ，
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②本件免責条項は，傷害の故意により被害者を死亡させた場合にも適用される
と判断して，上告人らの請求を認容した1審判決を取り消し，上告人らの請求
を棄却した。
　（2）しかしながら，原審の右②の判断は肯認することができない。その理由
は次のとおりである。
　傷害の故意に基づく行為により予期しなかった死の結果を生じた場合には，
加害者は，右行為と被害者の死亡との間に相当因果関係が認められる限り，そ
の死亡に伴う全損害につき損害賠償責任を負担することになるが，このことか
ら直ちに，傷害の故意に基づく行為により予期しなかった死の結果を生じた場
合に，本件免責条項により免責の効果が発生するものと解するのは相当でない。
　けだし，ここで問題となるのは，加害者の負担すべき損害賠償責任の範囲で
はなく，本件免責条項によって保険者が例外的に保険金の支払いを免れる範囲
がどのようなものとして合意されているかという保険契約当事者の意思解釈の
問題であるからである。
　そして，本件免責条項にいう「故意によって生じた損害」の解釈に当たって
は，右条項が保険者の免責という例外的な場含を定めたことを考慮に入れつつ，
予期しなかった死亡損害の賠償責任の負担という結果についても保険契約者，
記名被保険者等（原因行為者）の「故意」を理由とする免責を及ぼすのが一般
保険契約当事者の通常の意思であるといえるか，また，そのように解するので
なければ，本件免責条項が設けられた趣旨を没却することになるかという見地
から，当事者の合理的意恩を定めるべきものである。
　（3）以上の見地に立って考えると，傷害と死亡とでは，通常，その被害の重
大性において質的な違いがあり，損害賠償責任の範囲に大きな差異があるから，
傷害の故意しかなかったのに予期しなかった死の結果を生じた場合についてま
で保険契約者，記名被保険者等が自ら招致した保険事故として免責の効果が及
ぶことはない，とするのが一般保険契約当事者の通常の意思に沿うものという
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べきである。
　また，このように解しても，一般に損害保険契約において本件免責条項のよ
うな免貢約款が定められた趣旨，すなわち，故意によって保険事故を招致した
場合に被保険者に保険金請求権を認めるのは保険契約当事者聞の信義則あるい
は公序良俗に反するものである，という趣旨を没却することになるとはいえな
い。
　（4〕これを要するに，本件免責条項は，傷害の故意に基づく行為により被書
者を死亡させたことによる損害賠償責任を被保険者が負担した場合については
適用されないものと解するのが相当である。
　そうすると，原判決には，本件免責条項の趣旨についての解釈を誤った結果，
上告人らの請求を排除した違法があることに帰するから，右の違法をいう趣旨
は理由があり，原判決は破棄を免れない。
　そして，前示事実関係によれば，上告人らの講求は認容すべきものであって，
これと同旨に出た第1審判決は正当であり，被上告人の控訴は棄却すべきもの
である。
　（筆者のコメント）
　（1）以上に紹介した通り，この最高裁判決では，原審（控訴審）判決が見事
にくつがえり，結局1審判決の結論が正当と評価されている。ただし，その結
論は両者同一だとしても，1審判決と最高裁判決では，結論に至る理由付けが
まったく異なる。すなわち，1審判決が原告勝訴の結論を導いたのは，故意免
責条項にいう「故意」には「未必の故意」は含まれないとしたことの結果であ
るのに対し，最高裁は反対に，問題の故意免責条項にいう故意には未必の故意
も含まれることを前提とした上で，本件の場合は，未必の故意は原因行為であ
る傷害について存在したにすぎず，予期せぬ結果である死亡については存在し
なかったのであるから，保険者の免責も傷害部分に限られ，死亡部分について
の保険者の免責は認められないとしたものだからである。論旨の明快な，妥当
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な判決といえよう
　（2）原審は，未必の故意が故意免貢条項にいう故意の範囲に含まれることを
肯定しながら（この点は正当といえる），その未必の故意は当初の原因行為で
ある傷書について存在すれば足り，後続の重い結果（死亡）に関してまで存在
する必要はないとしているが，原審判決は，この点で重大な誤りを犯したとい
える。なぜなら，最高裁判決も指摘するように，保険約款に存在する免責条項
は，保険者が保険契約上負うべき保険責任を例外的に制限して，保険契約者
（被保険者）らの抱く万一の場合の補償への期待を拒否する性格のものゆえ，
その及ぶ範囲はできるだけ制隈的に捕えるのが正しい。「保険約款の免責条項
の解釈は制限的に！」と言われるのも，このためである（「免貢約款のような
保険者を保護する約款は制限的に解釈し，免責の範囲を狭く解釈すべきであ
る。」（＝加藤由作「船舶保険約款」『損害保険実務講座』第3巻p．36）。尤も
むやみにそのように解釈せよというのではなく，保険契約者側に有利と不利の
解釈が並ぴ存在してその解釈が陵昧であるときは，保険契約者側に有利即ち免
責の範囲を狭く解釈せよと言うのである（筥葛城照三『講案・海上保険契約
論』（1963年・早大出版部）p．54））。この点最高裁判決が，「傷害の故意しか
なかったのに予期しなかった死の結果を生じた場合についてまで保険契約者，
記名被保険者等が自ら招致した保険事故として免責の効果が及ぶことはない，
とするのが一般保険契約当事者の通常の意思に沿うものというべきである」と
している点は，正当な解釈であるといえよう。
（3）なお，この点に関しては，石田　満教授がすでに早く，本件控訴審判決
ドついての批評中において，旧西ドイツ違邦最高裁の判例および同国の学説
（故意が傷害についてのものに過ぎない場合，結果である死亡につては保険者
有責）を紹介し，それらドイツでの約款解釈の在り方からして本件控訴審判決
の結論につき疑問を呈している㈲。
　（4）さらに，この点に関し，平成4年12月18日の最高裁第2小法廷判決㈲は，
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本件と類似の状況下で生じた事故の結果，被害者が死に至らず重度後遺障害状
態にとどまった場合について，本件最高裁判決とは反対に，保険会社の故意免
責を認めてい乱傷害の故意で死亡が生じた場合は保険者有責とされ，それが
重度後遺障書にとどまった場合は保険者無責という結論で果してよいのか疑問
なしとしないが，この点は事故発生の態様の違いが判決に大きく影響している
といえる■’』。
w　むすび
　以上本稿では，任意の自動車対人賠償責任保険における故意免責条項をめぐ
る問題を取り上げて論じてみた。未必の故意は故意免責条項にいう「故意」に
含まれるかという問題と、傷害についての故意があれば、結果損害である死亡
損害についても故意免責の効果は及ぶのかという、2つの問題が主たる考察対
象であった。本稿の結論は、前者については肯定、後者については場合を分け、
原因行為（傷害）の当該結果損害（死亡または後遺障害）発生についての蓋然
性がきわめて高い場合は、当該結果損害発生に対する故意がなくても、原因行
為に対する故意があれば、保険者の免責は認められ、反対に、当該結果発生に
ついてきわめて高い蓋然性が認められない場合には、原因行為に対する故意が
あっても、結果損害発生に対する故意がなければ、保険者の免責は否定される
という、落合教授の提言に全面的に賛成する結論となった。
温1〕東京地裁民事27部，昭和601ユ985〕隼10月25目判決。事件番号昭和58年第2885号。判決の詳細
　は「白動車保険ジャーナル」629号参照。
12〕高鼓判決で認定された亡Aの損害額は，合計で2，490万6，546円とされ（内訳：①入院関係費＝
　3万8，395円，②逸失利益＝2，136万8，151円，③死亡に至るまでの苦痛に対する慰謝料＝350万
　円〕，これを原告ら3名が法定相続分にしたがい各3分の1の割合で亡Aの右損害賠償講求権を
　相続したものとされたf各830万2，182円ずつ）昔このほか，原告らの損害として①葬儀費用が各
　自1ユ万6，666円と，②原告ら固有の慰謝料が各自75万円ずつ認められ，ほかに弁護士費用として
　各自に25万円が付加された。似上の損害額を合計すると，原告ら各自の被った総損客額はそれ
　ぞれ941万8，848円となる）。この総損書額から，原告らがすでに受け取づた自賠責保険からの損
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　害填補金額＝各自669万4，235円（総額＝2，008万2，705円。なお，事故発生跨一昭和54年10月一の
　自賠責保険の保険金額は，死亡＝2，00C万円，傷害＝120万円であった）を控除すると，残額は原
　告らそれぞれにつき各272万4，613円となり，高裁判決の認定損害額に一致すん
13〕この1審判決に関しては，以下の判例批評があるが，いずれも判旨に反対である。①中西正
　明・法学教室66号p86以下，②山下友信・ジュリスト854号p．70以下，③倉沢寮一郎・判例評
　論330号p51以下（判例時報u94号p213以下〕。
14〕この控訴審判決についても，以下の判例批評がある。①石田　満・ジュリスト909号p51以
　下，②倉沢康一郎・ジュリスト935号p．103以下，③落合誠一「保険契約者等による故意損害免
　責条項の故意の対象」ジュリストユO18号pユ28以下，④河上正二・判例評論357号p64以下
　｛判例時報1285号p218以下〕。
151石田・前掲pp．54，55．なお，河上・前掲p．68もまったく同じ疑間を星してい飢石田教授が
　上掲稿で紹介している旧西ドイツ遵邦最高裁判決の事件は，旧西ドイツ普通責任保険約款に関す
　るものであるが，事件の概要は次の通り。「飲食店の主人と客との問でトラブルが発生し，その
　主人が客を平手で殴打したところ，客が倒れ，床に強く後頭部を打ち，3日後、病院で死亡し
　た」というものであった。本件に関し同連邦最高裁は，保険約款中の「故意免責条項」に基づく
　保険者の免責主張に対し，被保険者に死亡についての故意はなかったとして，保険者の責任を認
　めた。
㈹　最高裁平31オ〕第770号，保険金請求事件，平4．12．18第2小法廷半1」決（判例タイムス808
　号p，165以下〕。
1η　本件の概要は以下の通り。被保険車両の所有者1保険契約者・被保険者〕が，かねてから情交
　関係のあった女性と右車両内で寝込んでいたところを右女性の夫に発見され，その場から逃れよ
　うとしたが，進路前方に芙が両手を車両のフロントガラスに当て，身体を車体前部に接触させる
　などして立ちふさがったため，そのまま右車両を発進すれば車体を同人に衝突させて傷害を負わ
　せる可能性が滴いことを認識しながら，それもやむを得ないと考え，その場を逃れたい気持ちか
　らあえて右車両を発進させ．7－8メートル前進した地点で同人を路上に転倒させて，同人に硬
　膜外血腫，脳挫傷等の傷書を負わせた。本件について最高裁は，右事実関係の下においては，右
　事故による損害は，保険約款の免責条項に定める保険契約者・被俣険者の故意によって生じた損
　害に当たり，保険会社は免責されるとした。以上のように本件の内容は，本稿で取り上げた事件
　の内容と酷似している。それにも拘らず判決の緒論は両者正反対である。この違いは一体どこか
　ら生じたのであろうか？　察するに，本稿で取り上げた事律では，被書者亡Aは加害章両のドア
　のノブを掴んだまま箪の脇を車と並行に歩んで被害にあったが，この場合には被客者亡Aが自衛
　のためドアのノブを自発的に放しておれば，あのような被害に会わずにすんだことも十分考えら
　れる。これに対して本件の場合は，加書者の傷害事故招致の態様ははるかに積極的・攻撃的で，
　あのような状況下で車を被害者に衝突させれば傷害はもとより，相当の後遺障害を発生させる蓋
　然性がきわめて高いことは見易い遺理であるから本件では，傷害についての未必の故意の存在を
　理由に，結果である後遺障害についても保険者の免責主張を認めたものといってよいであろう。
　　この点に関し落含教授は，前掲の判例批評中において次のごとく述べて，問題解決のための具
　体的な判断枠親を提供している。「妥当な判断枠組としては，当該事実関係の中での具体的な原
　因行為の当該損警発生についての蓋然性を問題とすべきであり，きわめて高陵の蓋然性が認めら
　れる場合には．損害発生に対する故意がなくとも，原因行為に対する故意があれば，保険者の免
　責を認めるべきである。またきわめて高度の蓋然性が認められない場含には．原困行為に対する
　故意があっても，損害発生に対する故意がなければ．保険者の免責は否定されるべきである」
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　幡合・前掲p－130〕。明快妥当な判断基準の提示といえよう。なお，落合教授は，この判断枠
組み適用の例として，次のような具体例を挙げている。「喧蟻で負けた腹いせに相手の家に放火
　した結果（相季およびその家の住人を殺すまでの意思はなしに），その家人が焼死した場合，損
害発生の蓋然性のきわめて高い原因行為は，損害発生に対する故意がなくとも，信義誠実の原貝呵
　ないし公益上の弊害防止の見地から，保険者の免責を認めるのが妥当ではあるまいか。」（藩合・
前掲・同頁〕竈
（注記）本稿脱稿後，下記文献の公刊を見た竈傍せ参照されるようお薦めしたい。弥永
　　　真生「故意による事故招致免責条項に関する一考察」r損害保険研究』56巻ユ号
　　　P．17以下。
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